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黒岩新知事に提案！「チーム神奈川県庁」としての支援を！
被災地への長期的な職員派遣、継続的に被災者を支援する職員カンパ体制を
職員は物心両面で被災地支援を行っています。当局は長期・継続的な支援が可能となる体制の確立を！
自治労県職労は、職員が一丸となり、いい意味で労使が補完しあい、「チーム神奈川県庁」として今後の被災地支援を行うために次の提案を行います。
長期的な職員派遣を！
　今回の大震災では、被災地の県職員、市町村職員にも多くの犠牲者が出ています。

　今後、復興業務や通常業務を行うためには、職員が圧倒的に不足します。必要な職員の確保は、全国の都道府県、市区町村が行うべきです。

　被害の大きさからすれば、都道府県は被災県に、市区町村は被災市町村に、長期間、1所属短ぐらいの職員を現地に常駐させ、被災県の業務の一部を代行するか、相当数を交流職員のように、現地の所属に配属することが有効と考えます。

　全国知事会等に提案するとともに、まず、神奈川県が率先して被災県と協議に入るべきです。

　また、長期間の支援を行うためには、無理な対応は長続きしません。神奈川における県民サービスを維持しながら、被災地の復興支援を行うためには、例えば、今後10年間の退職予定者数をこの2～3年の間に前倒し採用して必要な人員を確保すべきです。そしてその人件費については、復興予算の中で国が補填すべきであり、全国知事会等を通じて強力に国に要請する必要があります。
継続的なカンパ体制の構築を！

　今後の復興に向けた長い道のりを考えれば、一時的な義援金だけではなく、被災者への継続的な経済的支援も必要となります。

　また、最低限の復興支援は公的に行われても、人間らしい生活を再建するためには、公的支援を超えた支援が不可欠です。

　そこで、現行の県の義援金募集方式を活用して、職員の自由意志に基づき、毎月一定額を募金できるよう、体制を整備していただきたいと思います。

支援を支える体制の整備を！
　職員が一丸となって、長期間・安定的に県民サービス、被災者支援にあたれるよう、職員の心身への負担・危険、経済的負担を軽減するために、次の点の整備が急務です。
①派遣職員のメンタルケア
　雲仙普賢岳や阪神淡路大震災、中越地震の際にも、現地職員だけでなく、支援に行った職員にも「惨事ストレス」によるメンタルヘルス不全が生じています。使命感・正義感の強い人間ほど、自然災害を前にして、人間の無力感に苛まれるといいます。また今後、被災地おける感染症も危惧されます。自ら志願して支援に向かった職員が、今後も健康で働き続けられるよう必要なケアを行う必要があります。

②退勤時特別休暇の認定

年休の少ない非常勤職員や、育児や介護のために年休が貴重な職員も、安心して出勤し、精一杯働けるよう、既に国が改正したように、退勤時における特別休暇制度を整えることは急務です。
③交通途絶時における迂回交通費の実費弁償

出勤を命ずる以上、収入の少ない非常勤職員や若手職員が無用の出費をせずに出勤できるよう規程を整備すべきです。
自治体再生に向け頑張る仲間たち②
○「自治労みやぎ（4/6）」より

県本部は震災直後から各単組の被害状況把握と物資支援等に取り組んできました。震災直後は東北地連をはじめ本部・各県本部からの緊急支援物資の配布が中心でしたが、現在は現地組合員のニーズを把握しながら、よりきめの細やかな支援体制に取り組んでいます。3月28～30日には、衣類、生活用品、衛生用品を中心に被災地単組に届けました。行動の中で明らかになった各単組・自治体の現状を報告します。
■気仙沼市職労
災対本部付職員は会議室に寝泊りしている状況。避難所運営担当者は24時間勤務で交代できない場所もあるとのことです。土葬業務や遺体安置所業務は、精神的な負担が極めて強いようです。電話等の通信状況は改善しつつありますが、本庁と総合支所の連絡もなかなかうまくいっていない様子でした。
■南三陸町職
南三陸町では執行委員長に会うことが出来ました。執行委員長自身、津波で志津川病院の屋上まで流されて九死に一生を得たとのことです。役場庁舎が流出し仕事をするにもボールペンもないという状況の中で、全力で復旧に取り組んでいました。
組合員では3人が亡くなり、15人が行方不明になっているとのことでした。またほとんどの組合員が自宅を失っており、帰るところがないと現状を訴えていました。
■東松島町職
組合員・職員は全員無事でしたが、住宅が被災して帰るところがなく、泊り込みで復旧活動に従事しているものが大勢いるとのこと。「家族を失っても業務に従事する組合員に、どう声をかけていいのか」と苦悩していました。
■石巻市職労
判明した分だけで、組合員で亡くなった方が２人、行方不明の方が10人。さらに安否不明の方が20人ほどいます。北上支所などの被害が大きく、人事当局も把握しきれていない状況のようです。家屋が流失した組合員は数え切れない状況で、役所や避難所に泊まって復旧活動に全力を挙げていました。
■名取市職労
組合員で亡くなった方が１人、行方不明の方が１人。職員の食料は災対本部で支給されており、市内でも流通し始めていますが、自宅の流失等で、衣料品が不足している現状を訴えていました。
■岩沼市職労
組合員4人が亡くなり、家屋が被災した組合員は25 人だとのことです。ほとんどの職員が震災後休みを取っておらず、気力も体力も限界に近づいている様子でした。
○「自治労いわて（4/6）」より

◇連合がボランティア派遣

　連合災害対策本部が、4月1日から取り組んでいる救援ボランティア派遣について、自治労からは青年部が加わっています。自治労青年部は東和をベースに遠野市社協の指示に従いながら、釜石市・大船渡市・陸前高田市周辺の沿岸南部の支援活動にあたっています。

◇全国から緊急支援物資が届く

　3月11日の大震災発生からこの間、全国、東北地連から緊急支援物資が続々と届けられています。

　岩手県本部はトラックを借上げ、ガソリン等が厳しい中で、何とか燃料を確保し、沿岸地域の被災者・救援活動を継続する組合員に物資を届けています。

　田野畑村では、届けられた救援物資の運搬に中学生らも加わっていました。全国からの支援に対し「本当にありがたい」と感謝の言葉をいただいています。また、被災した組合員からは「家が流され避難所生活を強いられながら連日業務をしている中、あらためて自治労の存在意義を感じている」という声も寄せられています。全国の仲間のみなさんのご支援について、あらためて感謝を申し上げます。

○「自治労福島（4/8）」より
▽自治労本部徳永委員長が南相馬市の被災地を訪問

　4月7日、自治労本部徳永委員長が義援金交付と激励のため福島を訪れました。委員長は「地震・津波・原発事故、そして風評被害の四重苦に見舞われている仲間の支援に本部も取り組んでいく」と決意を述べました。その後、復興支援金1億円を県知事に手渡し、「自治労としても人的支援や風評被害の支援に取り組む」ことを伝えました。さらに、飯舘村職労、南相馬市職労、相馬市職労、新地町職労、福島市職労を激励するとともに、各首長とも面談し、自治体の復興に向け支援に取り組むことを伝えました。

○福島県知事から自治労への要請文

平成23年4月10日

全日本自治団体労働組合

中央執行委員長　徳永秀昭様

福島県知事

東日本大震災に対する支援要請について

　去る3月11日に発生した東日本大震災により、当県におきましては非常に深刻な被害を受けましたが早速のご支援をいただき心よりお礼申し上げす。

　現在、県内自治体職員を中心にボランティアや関係機関などの協力も仰ぎながら全力を尽くしているところでありますが、復興までは今後、長期間を要するものと見込まれ、行政が果たすべき本来の業務にも支障をきたす可能性もでてきております。

　このような厳しい状況をご理解いただき、災害支援活動にご協力を賜りたくお願い申し上げます。
○宮古市長から自治労への要請文

平成23年4月7日

全日本自治団体労働組合

中央執行委員長　徳永秀昭様

宮古市長　山本正徳

東日本大震災に対する支援要請について

　去る3月11日に発生した東日本大震災により、当市におきましては非常に深刻な被害を受けましたが早速のご支援をいただき心よりお礼申し上げす。

　現在、職員を中心にボランティアや関係機関などの協力も仰ぎながら全力を尽くしているところでありますが、復興までは今後、長期間を要するものと見込まれます。

現在、職員の疲労も極限に達しつつあり、行政が果たすべき本来の業務にも支障をきたす可能性も危惧する状況となっています。

　このような厳しい状況をご理解いただき、復興についてなおご支援ご協力を賜りたくお願い申し上げます。









